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保育の質の確保・向上について  

参考資料   





保育士資格取得方法  

士＊児童福祉法第18条の4  

登   録（各都道府県単位）＊児童福祉法第18条の18第順   

（鯛者数950，120人：H21．3．31現在）  

保育士試験＊児童福祉法第18条の6第2号  

各都道府県瀾定試験機関委託（＊児童福祉法第18条の9））  指定保育士養成施設  

＊児童福祉法第18条の6第1号  

■ － －   －－  －－－  一 －  一－－  一 －一－ －  －■－  ‾▲ ‾   

【H21．4．1現在】  

（大   学：213か所）   

（短期大学：263か所）   

（専修学校：103か所）   

（施   設：   4か所）  

試 験 受 験 資 格）  （保 育 士   

児童福祉施設   

実務経験5年  

児童福祉施設   

実務経験2年  

大学、短大  

を卒業（見込  

み者を含む）  

又2年以上在  

学し、62単位  

以上取得者等  

高等学校卒業者、もしくはそれと同等の資格を有する者等  

中学校  

卒業者  
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介護福祉士の資格取得方法（現行）  

平成21年2月末現在  
介護福祉士の資格 （登録）  

（7 2 9，7 00人）  

介護福祉士国家試験  

487，932人  

養成施設  

（1年課程）   

［62］  

20，103人  

養成施設  

（2～4年課程）   

［446］  

221，066人  実 技 壱式 験  

筆  記  言式   験  

・福祉系大学等   

・社会悪祉土養成施設等   

・保育士養成所等  

介護技術講習  

選  択  

福祉系高等学校において厚生労働大臣  

が定める科目を履修して卒業した者   

（参考）  

221校（平成19年1月1日現在）  

介護等の業務経験が3年以上ある者  高  校  卒  業  者  等  

第39粂第4号  

第40粂第2項  

第2号   

第39粂第1号  第39粂第2号、第3号  第39条第4号  

第40粂第2項  

第1号  

注．［］内の数字は、平成20年4月1日現在の吉果程数である。  
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介護福祉士の資格取得方法（平成24年虐－）  

介 護 福 祉 士 資 格  （登 録）  

て了  

≡  

≡   

実務経馬奏  
9月以上  

介護福祉士養成施設 等    （2年以上）  

1800時間  

＋   実務経馬奏  
3年以上  

※1年課程の場合  
は、  
・福祉系大学等  
・社会福祉士養成施  

設等  

・保育士養成所等  
を卒業したのち入学  

1170時間  
1155時間  



社会福祉士の資格取得方法  

（平成21年2月末現在・・・登録者数109，158人）  

7粂1号  。号  7号  12号  2号  5号  暗  娼  3号  6号  －0号  T一号   

5   



介護保険制度関係の介護従事者の資格  
（訪問介護の場合のイメージ図）  

＜国家資格＞  

H24．3に養成  

終了予定。介  
護職員基礎  

研修に一本化   

の予定。  

H22．4～  

介護報酬  

算定外   

－ ■ 一 一 一 ■■■ ■ － ■ ■■■ ■ ■ l■■ ■ －■■ ■ ■ll■ ■ ■ ■ ■■■ － ■ ■■■ ■ ■ ■ l1－11 ■ llllll■ 一 ■■■ ■ 一  

訪問介護員（ホームヘルパー）養成研修3級課程  l  

‘‘■、 ′ 
I＿＿＿＿＿ニ：ニこごニニこ⊥＿＿」．二▼＿＿＿＿ニこ∵ニ二∵ニニこ∴ニ∴＝‾＿＿＿＿＿」  
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・i  

実習（140時飼）   



介護職員の養成研修体系とキャリアパス  

＜出典＞「介護サービス従事者の研修体系のあり方について（最終まとめ）」（平成18年3月 全国社会福祉協議会） 8   



家 庭 的 保 育 事 業 の 体 系  

児童福祉法（抜粋）  

◎泰盛的唾管玉萎 

家庭的保育事業とは、乳児又は幼児であって、市町村が第二十四条第一項に  
規定する児童に該当すると認めるものについて、家庭的保育者（市町村長が行う  
研修を修了した保育士その他の厚生労働省令で定める者であって、これらの乳  
児又は幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるものをいう。）の居宅そ  
の他の場所において、家庭的保育者による保育を行う事業をいう。  

◎侵音の重雄【法24汀）】  

市町村は、…保護者から申込みがあったときは、それらの児童を保育所におい  
て保育しなければならない。ただし、保育に対する需要の増大、児童の数の減少  
等やむを得ない事由があるときは、家庭的保育事業による保育を行うことその他  
の適切な保護をしなければならない。   

駐
 
 ◎事業の圃亜層【法34の14の】  

市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定  
める事項を都道府県知事に届け出て、家庭的保育事業を行うことができる。  

◎妻帯基進の遵専一法 34の15】  
家庭的保育事業を行う市町村は、その事業を実施するために必要なものとして  

厚生労働省令で定める基準を遵守しなければならない。  

御玉3小の16】  
・都道府県知事は、前条の基準を維持するため、家庭的保育事業を行う市町  
村に対して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対し  

て質問をさせ、若しくは家庭的保育事業を行う場所に立ち入り、設備、帳簿書  
類その他の物件を検査させることができる。  

・都道府県知事は、家庭的保育事業を行う市町村に対して、…その事業の制   
限又は停止を命ずることができる。（法令違反や乳幼児の処遇に不当な行為を   
したとき）  

◎轍17】  
家庭的保育事業を行う市町村は、家庭的保育事業による保育を行うことを希望  

する保護者の家庭的保育者の選択及び家庭的保育事業の適正な運営の確保に  
資するため、…その区域内における家庭的保育者、家庭的保育事業の運営の  
状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わなければなら  
ない。   



児童福祉施設最低基準と認可外保育施設指導監督基準  
1貫  目  児意臨址旅訝最低遁世（1暴脊所〉   認 可 外  保 育 施 房貸 手旨 皇啓 賢督 基ヱ誇   

q鶴  見  ・ 配置蓋王匡   ・ 主たる†芸音時間11昭f司に・ついてに、  
（児皇） 二 （晩膏土1   最低基準に規定す■る教以上、1∵＝時間を  

⊂l虎児  3     l   瑠える時間帯については、現に保留せれ  
1・2歳児  6  ユ   ている児童が1人である堤一食－を除き、常  
3虎児  之0 ニ 1   時2人以上の否己直が必要  
4叔以上児   3 0 ： l   保育者の3分め1以上が保育土二軍は菅  

・ 保育士のみ   E要路資格がゝだ・要   

毎受  鮪  こ）2葦未満   ・ 保育室 1．65rJ／人  
・寧L児童1．65rボ／人  ・ 調理嘉、便所   

ほふく壷3．3■ポ／人  
・医務塞、瓦唱埋壷、便所  

・こ）a扁覧以上  
・J累育塞又はi鮭戯≡盆1－9Brdノ′人  
－j翼外j碁戯∃爵  3．3rd／人  
・掬理壷、便所  

争巨需j絶：姦：に  「 洞ノ（用具、非常口等の設置   ・i肖火用具、非常口等の設置   
対する触鑑  ・ 痙壬切的な訓き密の実施   ・ 志和的な訓j棄の実施   

保育室等を  ー  騨云蕗防．止簡勘閣   

2階以上に   
設ける竜縁台  
の条件   0保有量等を2備に孟受ける勝合・   Clイ異音塞等をZ階に毒更ける鮒  

・ 雨季火建築物又は主監耐火貞套寮物   ・ 耐火童重要箆軽l又は王鰹耐火】盤薦物  
・ 屋外階段、塵内q専別避難階段（享金島基  ▲ 塵外階長た、藍内1車別；正妻馳階段 く唾垂毒基  
主宰法施行令弟12ユ粂窮ユ項）等による2二万  呈捧一芸施行令2持1二≧ユ免罪3墳）等による2方  
両道j桂姓一路   向潜熱日量跨  

C・一幕t跨垂韓を3F皆以上に長賢ける場合   ⊂I保育蓋等を3階以上に披ける請合  
・ 耐火建童話物   ・ 耐火査重き姦物  
・ 屋外階段、今寺別通宝鼻E好き賢零による2方  ・ 屋外階1受、時別避詳6瞥段常による2方  
向主睦美まj蔭題（4F皆以上の場合は屋外i茫薙  J再避難毒募路（ヰ階以上の毒昇一含は崖タトi軽重蔓  
階段を・必置）   階段を必i乾）  

1 ≡圃理事の石石火【夏画（自動的火害毒定率が  ・ 網理直の防火直行玩（自動消火当嘉t塗等が  
重文直されている張合の符丁珂あり〕   夏生置されている船のq寺側あり）  

・ 非常琴稗選書具   ー  非常■讐幸民韓鼻  
， カーテン］啓の防炎処理   カーテンd亭の防炎処理   

1号室の処i轟  ⊂）†鼻音の内容  〉幹 †最裔所儒．育婚童汁に主声じるロ   
・健憂葉状租の観察、服装等の異常の有無  
に・ついての検資、自由遊び、星1賓  

・†尉韓者との連絡  

C・給食  
・必衰な栄華最を含有  
・献立の作錠  

（＝）侶源吉舎臼折の藁紙  

テ王）謡．可外倍音施硬指導監1瞥基野は、劣悪壮毒忍可外保育施設を】非隠するためのものであり、当斎真基準に   
通告する認可外促青砥訣であっても保育所の児竜福祉電設最低義塾を満たすことが望ましい。  10   



保育所における自己評価  

保育所における自己評価の背景  

一保 
士び茸  

保育内容等の説明責任の明確化 等  

L社会福祉法及び児童福祉法における情報提供・註塵  

■ 保育耐こおける質の向上のためのアクションプログラム坤  

旦弓評価の堆進と評価の充塞   

（自己評価ガイドラインの作  成とこれに基づく第三考評価の見直し等）  

「保育所における自己評価ガイドライン」より11   



㌫嘉蒜蒜靂議蒜諒蒜左脳  

；う托珊楳青石萱哀醸成ずる 運劉所要l聖弓  

～保育所保育指針及び保育所における自己評価ガイドラインによる保育所の役割と責務～  

・保育の専門性・実践力  

・養護に関わる知識・技術  

・教育に関わる知識・技術  

保育内容・保育実践  

・保育士・職員間の連携  

一千ームワーケ協働  

・子ども・保護者との信頼関係  

・保育士の人間性・倫理観  

・職務及び責任の理解と自覚  

了・・－‘‘芋拭誠碁差掛■■■■・  

●■・・・・・．‥剋養魚景虎”．・・t・1  

警
鮎
妃
習
鮎
 
 

・発達理論  

・教育（健康・人間関係・環環・  

言葉・表現）  

・子どもの遊び・保育環境  

・障害児保育  等  

・子育て支援  

・家族援助  

・カウンセリンク  

ーソーシャルワーク  

・計画と評価  

・安全・衛生管理  

・コミュニケーション  

ー地域福祉  

等  

・児童福祉  

・子どもの人権  

・保育マインド  

1社会的責任  

保育課程・計画姻ゆ 実践  

P  

磁斡記録 耶韓自己評価 噸冠の明確化  

ll  

C  A  晋の向上に係るPロCA  
研修  

畢ど亀⑬偲育及び優艶薗に対する傭育に間する瀬導⑬尭尭と健育⑬露⑬再塵。噂椚惚⑬南塵   
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保育所保育の取組の連動  
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現行の情報公表■情報提供の仕組み①  
（認可保育所に関する情報）  

○ 現行制度においては、市町村に対し、認可保育所の運営状況等に関する情報提供義務が課せられている。  

○ また、保育所に対して、地域住民への当該保育所の保育に関する情報提供の努力義務が課せられている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  
第二十四条 （略）  

2～4 （略）  

5 市町村は、第一項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保育所の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めるとこ   
ろにより、その区域内における保育所の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わなけ   
ればならなし＼。  

第四十八条の三 保育所は、当該保育所が主として利用される地域の住民に対してその行う保育に関し情報の提供を行い、並びにその   
行う保育に支障がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない。  

2 （略）   

◎ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）（抄）  
第二十五条 法第二十四条第五項に規定する厚生労働省令の定める事項は、次のとおり＋とする。   

一 保育所の名称、位置及び設置者に関する事項   

－の二 当該保育所が認定こども園（就学前保育等推進法第六条第二項に規定する認定こども園をいう。以下この条において同じ。）  
である場合にあっては、その旨   

二 保育所の施設及び設備の状況に関する事項   
三 次に掲げる保育所の運営の状況に関する事項  

イ 保育所の入所定員、入所状況、職員の状況及び開所している晴間  
口 保育所の保育の方針  

ハ 当該保育所が認定こども園である場合にあっては、就学前保育等推進法第四条第一項第三号及び第四号に掲げる子どもの数  

二 当該保育所が私立認定保育所である場合にあっては、第二十四条の二第二項の規定により都道府県知事に届け出た選考の方法  

ホ その他保育所の行う事業に関する事項   
四 法第五十六条第三項の規定により徴収する額又は就学前保育等推進法第十三条第四項の規定による保育料の嶺に関する事項   
四の二 当該保育所が認定こども園である場合にあっては、法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもに関する  

利用料の額   

五 保育所への入所手続に関する事項   

六 市町村の行う保育の実施の概況  

（∋ 法第二十四条第五項に規定する情報の提供は、地域住民が当該情報を自由に利用できるような方法で行うものとする。  
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◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  
第一章 総則  

4 保育所の社会的責任  
（1）  （略）  

（2）保育所は、地域社会との交流や連携を図り、保護者や地域社会に、当該保育所が行う保育の内容を適切に説明するよう努めな  
ければならない。   

第六章 保護者に対する支援  
2 保育所に入所している子どもの保護者に対する支援  

（1）  （略）  

（2）保護者に対し、保育所における子どもの様子や日々の保育の意図などを説明し、保護者との相互理解を図るよう努めること。  
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